
１．は じ め に

農業の６次産業化は，農業・農村の活性化を狙いとして，１次産業（生

産）×２次産業（加工）×３次産業（販売）によって，売上や所得の向上や雇

用の創出を図るとした，生産・加工・販売の一体化による取り組みである。

また，農業に新たな付加価値を生み出していくことであり，１９９０年半ばに今

村奈良臣氏によって提唱された概念である1)。

２０１５（平成２７）年版の『食料・農業・農村白書』によると，６次産業化の

認定件数は２，０００件を超えており，対象の農林水産物の割合は，多いものか

ら順に野菜３１．８％，果樹１８．５％，米１１．７％，畜産物１１．７％，水産物，豆類等

と続いている2)。全国的にも６次産業化の取り組みを行う法人・個人は着実

※本稿を執筆するにあたり，農事組合法人ファーム・おだの吉弘昌昭組合長には複数
回のインタビュー調査と資料の提供を頂いた。ここに感謝の意を表します。なお，
ありうべき誤謬はすべて筆者の責に帰するものである。また，本稿では西暦と和暦
を併用して用いている。これは，農業関係の資料が和暦で記されていることが多く，
西暦との対応関係を明示的にするためである。

1) 6次産業化の具体的内容は，戸田・成川・岸保〔2012〕を参照されたい。
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に増加しており，農業の振興や成長へのひとつの選択肢である。

特に生産基盤の条件が厳しい中山間地域では，農業の衰退による集落機能

の維持すら困難な地域が出始めており，そのような集落を多く抱える自治体

では，農業・農村の維持・発展を目指して様々な施策を展開している（保科

〔２０１５〕２６頁）。６次産業化の担い手となる農業法人3)の設立を通じて，農業

の振興，それによる地域の活性化を図ろうとしている事例も散見される。

例えば，中山間地域を多く抱える広島県では，１９９８（平成元）年より集落

を基盤とした農業法人である「集落法人」4)の設立を促し，その育成を図って

きた。こうした取り組みは，先駆的かつ一貫性のある取り組みとして知られ

ている（田代〔２０１１〕４６頁）。ただし，設立から一定の期間を経過した集落

法人においては，農地の集積手段として法人を設立したものの，高齢化・過

疎化が進行したことによって担い手が不足している。この数年間，こうした

点は課題とされてきたことにも関わらず，依然として解決できていない法人

もある。集落法人化は，地域あるいは農地を守るための方策として用いられ

ているにすぎないとの指摘もある5)。

このような状況の中でも，農業法人の設立を契機に経営基盤を安定化させ，

積極的な設備投資を実施し，作物の生産，加工，加工品の販売といった一連

のサプライチェーンを構築している集落法人も出てきている。本稿で取り上

げる農事組合法人ファーム・おだ（以下では，ファーム・おだと略記する）

2) 6次産業化がもたらしている成果については，農林水産省〔2015〕の 76頁から 89
頁を参照されたい。

3) 本稿で言う農業法人とは，農事組合法人，合名・合資・合同会社，特例有限会社，
株式会社などのさまざまな会社形態が認められており，農林水産省の資料等では農
業生産法人と呼ばれている組織を指す。

4) 高橋〔2010〕によれば，広島県では集落単位の法人化による集落農場型農業生産
法人を「集落法人」と呼んでいるという。本稿でも，「集落法人」は同義で用いる
ことにする。

5) この点については安藤〔2007〕，高橋〔2010〕において指摘されている。また，
本稿が対象とする広島県東広島市の事例では飛田・岸保〔2015〕でも述べている。
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は２００５（平成１７）年に設立された広島県東広島市北部の中山間地域に位置す

る集落法人である。この法人が位置する東広島市河内町小田（おだ）地域で

は，古くよりコメを主たる農産物としてきたが，法人の設立以降は大豆，ア

スパラガス等の多品種化を進めるとともに，直売所の運営など多角化を推進

してきた。加えて，２０１１（平成２３）年に生産したコメを使用して米粉パン6)

の商品開発と販売を行っており，６次産業化認定7)を受けた。その結果，２０１３

（平成２６）年度には売上高が１億円を超え，安定的に成長を続けている。し

かし，６次産業化の実施が付加価値の増大をもたらすわけではない。６次産

業化を実施し，その展開を図るためには，一定の設備投資が求められる。そ

の際，経営のリスクとリターンをどう捉えるのかという点が となる。しか

も，ファーム・おだは，集落営農の安定化，地域を守るために設立された法

人であり，一般的な営利法人とは異なる経営環境に置かれている。

そこで，本稿はファーム・おだにおける米粉パンの製造・販売に至るまで

の意思決定プロセスと現時点における評価を事例として，「地域を守る」こ

とを主眼として設立された農事組合法人が６次産業化を推進するに至った意

思決定プロセスに着目することによって，農業法人における新規事業への展

6) 2015（平成 27）年 6月現在，6次産業化の認定（「総合化事業計画」）は広島県内
では 33件の事例がある。米の事例としては一番早い認定事業者である。広島県 6
次産業化サポート・センター（一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団）の資
料（平成 27年度第 1回認定まで）によると，他の米の事例は，三原市の株式会社
おこめん工房の押し出し製法の導入による幅広い消費者をターゲットとした新米粉
麺の製造・販売や，神石高原町の株式会社ローソンファーム広島神石高原町の神石
高原で栽培した有機 JAS認証米・大豆を利用したお餅，味噌の加工販売事業など
がある。また米と連携した取り組みとしては，全農広島県本部（鶏卵課）の飼料用
米と広島県産レモン粉末を給餌したひろしまレモン卵等の新たな販売方式や庄原市
の農事組合法人ファーム永田の転作作物としてのしめ縄用イネ栽培としめ縄加工と
販売の事例がある。

7) 国の制度支援を受けるには 6次産業化の認定，いわゆる総合化事業計画の認定を
得ることにより，資金援助や補助事業，ファンドの活用などのメリットがある。本
稿では 6次産業の取り組みと指しているものは，総合化事業計画の認定を受けた事
業者と定義づける。
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開（設備投資）とそれに伴う経営課題について検討を行うことを目的とする。

２．中山間地域に対する農政の変化と広島県内農事組合法人の６次産業化

への移行

現在，農業法人は２０１４（平成２６）年現在で１４，３３３法人に達している。その

営農類型は米麦作がおよそ４割の５，５７４法人に達し，コメを主たる農産物と

している法人が多い（２０１４（平成２６）年１月１日現在，農林水産省経営局調

べ）。

本稿が取り上げるファーム・おだは，①コメを主たる農作物とした農事組

合法人であり，②中山間地域に位置するために米作の制約条件が多く，③過

疎化が進む中で，地域を維持するための集落法人という３つの特徴を兼ね備

えている。本章では，ファーム・おだがこのような経営条件に置かれている

ことを踏まえて，中山間地域の農政の変化と広島県内における６次産業化の

状況を整理していくことにする。

２．１ 中山間地域の農政の変遷

中山間地域における農業振興が農政の課題と認識されたのは，１９８８（昭和

６３）年のことである（亀田〔２００９〕１０頁）。その後，農林水産省は，１９９０（平

成２）年度に中山間地域対策として初めて具体的施策に着手した。具体的に

は，補助事業として中山間地域の農業生産基盤整備や生活環境の整備等に対

する支援策として「中山間地域農村活性化総合整備事業」が始まった。そし

て１９９２（平成４）年には「新しい食料・農業・農村政策の方向」が策定され，

中山間地域については産業の振興，定住条件の整備，地域資源の維持管理が

謳われた。これを受けて，１９９３（平成５）年には「特定農山村地域における

農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律」が成立し，同法に

基づき市町村が作成した農林業等活性化基盤整備計画に即して，新規作物の
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導入や地域特産の振興，地域間交流の促進，それらの事業の実施に要する施

設の整備等に支援が行われた。

こうした中山間地域の基盤整備事業と加え，１９９４（平成５）年末の GATT

ウルグアイ・ラウンドの農業合意を受けて，１９６１（昭和３６）年に制定された

農業基本法に代わる新たな基本法を模索する動きが始まり，２０００（平成１１）

年に「食料・農業・農村基本法」が制定された。この法では，国は中山間地

域等に対して農業振興や生活環境の整備等の必要な施策を講ずるものと規定

している。さらに，２００１（平成１２）年度からは「中山間地域等直接支払」を

実施し，中山間地域等の農業生産条件が不利な地域における農業生産活動を

維持し，多面的機能の確保を図ることを目的に対象となる農用地において農

業を５年以上続けることを協定により約束した農業者等に対して交付金を交

付する制度である。

このように国の施策の変遷の中で，広島県の中山間地域対策も進められて

きた。広島県では１９９７（平成９）年に中山間地域活性化対策基本方針をまと

め，２００５（平成１７）年度までに様々なハード整備が進められてきた。平成の

大合併以降は「基盤強化が進んだ」として，市町中心の過疎対策に移行させ

てきたという経緯がある8)。そして２０１３（平成２５）年に「広島県中山間地域

振興条例」を制定している。

２．２ 広島県における農業法人の設立経緯と６次産業化の展開のポイント

広島県の農業経営事情は，小規模零細であり，農業従事者の減少・高齢化，

耕作放棄地の増加が進んでいる。また，中山間地域が県土の４分の３を占め

ており生産条件に恵まれていない（今井〔２００８〕７７頁）。

そのような条件のもと，国の農業政策の影響をうけつつ，広島県は１９７８

8) 中国新聞〔2013〕「検証 湯崎県政 1期目〈6〉中山間地域自主性を促す支援に力」
2013年 10月 8日掲載
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（昭和５３）年から地域農業集団育成事業，１９８９（平成元）年から集落農場育

成事業に取り組んできた。さらに，１９９８（平成１０）年より農業法人の設立を

促し，その育成を図ってきた。農業法人の設立にあたっては，広島県は任意

組織を設立してから法人化への移行を図るものではなく，地域に根差し，集

落を基礎とする集落法人を目指すという対応を取ってきた。すなわち，A集

落があり，集落内での合意形成から集落の相当数で法人化を行う。そして農

地の利用権の設定をし，組合員として役割分担をして法人経営をするといっ

たものである。こうした取り組みは先駆的かつ一貫性のある取組みとして知

られる（田代〔２０１１〕４６頁）。

広島県における集落法人は年々増加し，広島県の公表（２０１５（平成２７）年

１１月３日現在）によれば，これまで２６６件の集落法人の設立がされている9)。

こうした広島県の農業を取り巻く環境から，集落法人化の推進が継続的に行

われている状況である10)。

この状況を踏まえ，法人経営の選択も２つの道筋があると広島中央農業協

同組合営農販売部営農支援センター・センター長の中土敏弘氏は指摘してい

る。すなわち，１つは長期的に地域を守り，農業を継続・維持していくため

の法人の安定経営を模索する方法である。もう１つは，農業をビジネスとし

て捉え，６次産業化の事業展開を通じて付加価値を高め，新たな雇用の確保，

収益拡大をしていく方法である（２０１５年１１月１６日の聞き取り調査より）。本

稿で事例として取り上げるファーム・おだは後者の型であると言えよう。

9) 合併などによって，現在の運営法人数は 262法人である。農林水産局販売・連携
推進課ホームページ「集落法人の設立状況」（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/
81/shuurakuhoujinnseturitujyoukyou20150316.html）を参照。2016年 1月 5日アクセス。

10) 高橋〔2010〕は集落法人の推進による組織的な課題を次のように挙げている。集
落法人の設立は農業の担い手不足の構造的課題に対応するためであるにもかかわら
ず，実際には農地の利用集積手段としての位置づけが与えられていることである。
つまり，法人が借り受けた農地で農業を継続することはできるが，そのことが農業
の担い手を増やすことにはつながらないということであるという課題を指摘してい
る。
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そもそも，農家あるいは農業法人の６次産業化は，２０１０（平成２２）年１２月

に公布された「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び

地域の農林水産物の利用促進に関する法律」，一般的には「６次産業化・地

産地消法」とされる法律に基づく「総合化事業計画」の認定を受けて産業の

自立と確立を目指すことを目的として進められる11)。具体的な事業内容は，

①加工・流通・販売等について新たな取り組みを行う場合に必要となる機

械・施設等の整備の支援，②６次産業化を行う法人と連携・協力して生産活

動を行う農業法人等が連携して行う農畜産物の生産に必要となる機械・施設

等の整備の支援である。ここで言う新たな取り組みとは，自ら生産した農畜

産物等を利用して新たに加工・流通・販売等のいずれかまたは全てに取り組

むことを指しており，農畜産物の加工施設，販売施設，提供施設の整備支援

や，田植機やトラクターといった高生産性農業用機械施設等の整備支援を受

けることができる。その補助率は６次産業化を行う法人の場合，２分の１以

内（農業用機械は３分の１以内）である。しかも，その上限額は５，０００万円

であるので，極めて単純に考えれば１億円の投資を行うのに半額の５，０００万

円で可能になるということである。ただし，採択条件として，①農業経営に

関する売上高が３，０００万円以上増加するか，売上高が３０％以上増加するかの

いずれかの高い目標，②地域からの雇用者を新たに１日あたり延べ２４０人以

11) 6次産業化の認定要件は，次の要件のすべてを満たすものである。（1）事業主体，
農林漁業者が組織する団体（農協，集落営農組織等），任意組織も可。（2）事業内
容，次のいずれかを行うこと。ア）新商品の開発，生産または需要の開拓，自らの
生産等に係る農林水産省等をその不可欠な原材料として用いて行う新商品の開発，
生産または需要の開発，イ）新たな販売方式の導入または販売方式の改善，自らの
生産等に係る農林水産物等について行う新たな販売の方式の導入または販売の方式
の改善，ウ）ア），イ）を行うために必要な生産等の方式改善，（3）経営改善，ア）
売上高が 5年で 5％以上増加。農林水産物及び新商品の売上高が 5年間で 5％以上
増加すること。イ）事業主体の所得が向上し黒字化。農林漁業及び関連事業の所得
が，事業開始から終了時までに向上し，終了年度は黒字となること。（4）計画期間
は 5年以内（3年から 5年が望ましい）。
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上増加させる目標，③地域が抱える課題に応じた目標，といった成果目標の

設定が求められている12)。

このような目標設定が求められている中で，広島県農林水産局販売・連携

推進課のホームページによれば，２０１５（平成２７）年５月２９日現在，広島県内

で６次産業化を行う総合化事業計画に指定されている法人は３３法人あるが，

そのうち農事組合法人は４法人である13)。しかも，この４法人の所在地は，

東広島市がファーム・おだを含む２法人，広島県北部の庄原市が１法人，東

広島市に隣接する世羅町が１法人と，いずれも中山間地域に位置するもので

あり，これまで積極的な施策によって経営の安定化，規模の拡大化を図って

きた法人である。

そもそも農業法人の６次産業化は新たな価値の創造であり，企業経営の観

点を取り入れる革新へのプロセスと言える。「農業は儲からない」，「補助金

頼み」と一般的な農業のイメージとは異なり，産業として自立する骨太の事

業を選択することでもある。また，広島県の事例では，集落を基礎とした農

事組合法人が多く見られるため，「地域を守る」という理念をどのように体

現するか，その手段として多額の設備投資を伴う６次産業化を図るか，事業

の不確実性を低減するために新規事業や設備投資を行わないという意思決定

を行うケースも見られる。６次産業化は農業の現状を打破し，突破口を導く

という期待がある一方で，いかにリスクを低減して安定的な法人経営を行っ

ていけるかにポイントがあると言えそうである。さらに言えば，補助金を得

て設備投資を行ったとしても，一定額は法人自身が投資を行わなければなら

ないため，投資額が回収可能かどうかが重要となる。

12) 農林水産省ホームページ（http://www.maff.go.jp/j/keiei/keikou/kouzou_taisaku/k_
rokuzika/pdf/6jika_pumph.pdf）を参照。2016年 1月 6日アクセス。

13) 広島県農林水産局販売・連携推進課ホームページ（http://www.pref.hiroshima.lg.jp/
soshiki/83/rokujisangyouka.html）を参照。他の形態としては，株式会社や有限会社
といった会社形態を採っているものが多い。2016年 1月 6日アクセス。
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３．ファーム・おだにおける６次産業化の展開プロセス：米粉パン事業の

展開と設備投資

極めて単純化して言えば，６次産業化を図ることで補助金を得て多額の設

備投資が可能になるが，そうした設備投資は実際にどのような事業計画を経

て行われているのであろうか。ここでは，農事組合法人ファーム・おだの米

粉パン事業への展開プロセスを事例に述べていくことにする。

本稿を執筆するにあたり，吉弘昌昭組合長をインタビュイー，筆者２名を

インタビュアーとして３回のインタビューを行っている。第１回目は２０１２年

４月１５日であり，米粉パンの製造販売を開始する直前である。第２回目，第

３回目は米粉パンの製造販売を始めてから一定期間が経過した２０１４年１０月２０

日，２０１５年１１月１６日であった。

３．１ ファーム・おだの設立と事業の拡大

まず，ファーム・おだの概要について述べていくことにしよう14)。

ファーム・おだは，広島県のほぼ中央，賀茂台地の東部にある東広島市河

内町にある。法人名の由来となった小田地域はその北東部に位置している。

周囲を山間地に囲まれ，椋梨川の上流に位置する白竜湖を臨む風光明媚の土

地である。小田地域の世帯数は２２３戸，人口６０６人，農家戸数１４６戸，耕地面

積は１２７haうち水田面積は１１８haであり，稲作が基幹作物である。標高２００m

を超えたところに位置する典型的な中山間地域である。

この地域では，少子化，高齢化の進展により２００４（平成１６）年３月をもっ

て１３１年間の歴史を誇る小田小学校が廃校となることが決定し，保育所や診

療所も「平成の大合併」によって他地区に統合される可能性が生まれた。そ

14) 以下の記述は，本稿と同様にファーム・おだを事例として取り上げた岸保〔2015〕
をもとに述べていく。
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の結果，地域住民の危機意識が高まり，２００３（平成１５）年１０月に自治組織

「共和の郷・おだ」を設立することになった。その際，自治組織の基本的な

考え方として「自分たちの地域は自分たちの手で守り，地域活性化を図る」

が掲げられ，これをもとに地域づくりを展開していくこととなった。その過

程の中で，全戸を対象としたアンケート調査を実施したところ，住民の５年

後に４２％，１０年後には６４％の人が農業をやめたい意向を持っていることが明

らかになった。

そこで，祖先伝来の農地を守り，効率的かつ安定的な農業を継続し，次世

代への継承ができるような環境を作るため，農事組合法人を設立することに

した。設立時には構成員（出資者）１２８名が集まり，集落の８７％が加入する

法人となった。この法人が「農事組合法人ファーム・おだ」である。２００５

（平成１７）年１１月に法人が設立され，その経営規模は８４．０ha，水張面積は

７０．０haと，広島県内で最大規模の農事組合法人となった15)。

図表１は，小田地域の自治組織である「共和の郷・おだ」と農事組合法人

15) 組合長に就任した吉弘氏は，広島県の農業改良普及員，広島県農業会議事務局次
長として広島県内の集落法人設立に尽力された経緯がある。

図表１ 小田地域の自治組織と農事組合法人の関係性

出所）ファーム・おだ〔２０１４〕を参考にして筆者作成
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である「ファーム・おだ」を中心とした組織間の関係性について整理したも

のである。小田地域における地域マネジメントは，１階部分として「共和の

郷・おだ」による住民自治組織を基礎としながらも，２階部分にあたる組織

として農業生産法人であるファーム・おだが位置づけられ，地域住民を基礎

とした集落法人として基幹産業である農業関連の各種事業を営んでいるとい

う形式を採っている。楠本〔２０１０〕によれば，こうした小田地域の地域マネ

ジメントは，農地の利用調整や地域資源の共同管理組織を１階部分に，集落

営農法人を２階部分として設けて地域再生運動を行う「２階建て方式」では

なく，その進化形として「新２階建て方式」とも言うべき特徴的な取り組み

であるとされている（楠本〔２０１０〕２０７頁）。こうした活動について，吉弘氏

は「「共和の郷・おだ」の活動は，小田地区全体の公益の充実をもたらしてい

るし，「農事組合法人ファーム・おだ」は，協同組織として集落運営を推進

することを通して参加農家の私益を増大させることが可能だと考えられる」

としている（ファーム・おだ〔２０１４〕）。

２階に位置する集落法人であるファーム・おだの主たる農産物はコメ（水

稲）である。これに大豆，そば，野菜（アスパラガス，トマト，かぼちゃ，

とうもろこし），小麦と多岐にわたり，作付の団地化，省力化，低コストを

図っている。またいち早く耕畜連携（堆肥・粗飼料交換）の組織づくりに取

り組んでおり，コメについては自主流通１００％となっている。また，ファー

ム・おだは同地域内にパークゴルフ場や「寄りん菜屋」（よりんさいや）と

命名された直売所・レストラン・加工所を運営している。特に，「寄りん菜

屋」は，１９９９年に旧河内町が交流促進施設として建設し，野菜直売や特産品

販売コーナー，食堂等から構成される農産物直売所である。この施設は，地

元の住民組織である「寄りん菜屋運営協議会」が指定管理者制度によって運

営を担っている。

以上のような運営体制に基づき，実質的な設立１年目である第２期（２００６
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（平成１８）年度）の売上高は約３，８００万円であったが，２００９（平成２１）年度に

は売上高が約６，８００万円に達し，順調に規模を拡大してきた。また，農業法

人の設立によって，法人に参加した農家の作業量は減少し，その負担感が小

さくなっていくなど，その効果は短期間で表れた。

３．２ ６次産業化への展開：米粉パン工房の設立

農事組合法人の設立以前より，米価の下落，食料自給率の低下，とりわけ

コメの消費量低下は，コメを主たる生産品目としてきた小田地域，その集落

を基礎として作られた集落法人であるファーム・おだにとっての大きな経営

課題であった。そこで，吉弘氏は，少子高齢化や食生活の変容によってコメ

の消費量が減っており，その消費拡大を図るために，米粉パンに着目すると

ともに，法人設立時点から米粉を用いた新規事業に着目をしており，２００９

（平成２１）年には法人で栽培したコメを岡山県の食品会社に製品してもらい，

２０１０（平成２２）年には講師を招いて米粉パン講座を開催していたという（種

森〔２０１０〕７４頁）。しかも，この時点から吉弘氏は米粉パンを東広島市内の

学校給食に導入し，地産地消による米食の拡大と食育を推進することに着目

していた。米粉の普及拡大は全国的にも学校給食の導入が図られており，農

作物の地産地消の観点からも意味がある。しかも，米粉パンは子供にアレル

ギーがないと言われていることから，学校給食の食材として最適であると考

えていた（２０１４年１０月２０日の聞き取り調査より）。

さらに，２０１０（平成２２）年時点においては，米粉パンを製造するのに要す

る建物に約１，０００万円，製パン設備に約１，３００万円が必要だと試算されたが，

国の「農業主導型６次産業化整備事業」による半額補助に加え，「戸別所得

補償モデル対策」を活用することで設備投資を行うことが計画されていた。

しかし，米粉を製造する製粉機は当時の財務状態で購入することは厳しく，

製粉を岡山県の食品会社に委ねることになった（種森〔２０１０〕７４頁）。この
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ような準備期間を経て，ファーム・おだは２０１２（平成２４）年４月２９日に「パ

ン＆米夢」（パントマイム）を小田地区に開店することになった。

以上の動きと並行して，ファーム・おだは６次産業化の認定を受けるため

に「総合化事業計画」を策定した。そして，２０１２（平成２４）年６月１日から

２０１６（平成２８）年１２月３１日を実施期間として，以下のような具体的な計画が

認定されることになった。

第１に，水田を中心とした農業経営の安定化を図る上では，転作作物の生

産による収益性向上が課題である。そのため，米の加工販売事業は栽培適地

や機械設備，労力の確保等を考慮すると生産拡大が可能な米を活かすことが

適当であった。

第２に，販路についてはコメの生産販売の提携先と産直市，ならび東広島

市旧河内町内の保育所，小学校を当面の販売先を想定していた。特に，農畜

連携を行ってきた生産販売と，地元にすでにある産直市は年間通じた販売が

期待できる。また学校給食においても，東広島市内で米粉の具体的活用のた

めの協議が継続的に行われており，導入の検討がされており，供給が期待で

きるとしていた。

第３に，商品開発である。米粉パンは，小麦粉パンに比して，水分含量が

多く，しっとり感と腹持ちがしやすい特徴がある。地域の野菜や果実等を利

用し，約３０種類の試作・製造を実施し，専門家の指導を受けながら，完成度

の高い製品に仕上げることができた。

最後に，生産・供給体制である。原料の米粉用米は面積拡大により確保し，

製粉加工は外部委託する。米粉パン製造加工施設は，２０１１（平成２３）年度中

に完成予定であり，２０１２（平成２４）年度から段階的に製造・販売する。この

計画に基づき，５年後の目標年度には，食パン，呈味パン，菓子パンなど，

１６８千個の販売により，６次産業化を図るための補助事業開始時点に比して，

売上高の増加率１３６％を見込むものとした。また，１年目は，試作，商品の
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パッケージ，デザインの検討，２年目は商品種類の増加，商品のパッケージ，

デザインの検討・決定，試作販売等の販売促進を行う計画が策定された。さ

らに，３年目は商品種類の増加，製造ラインの構築，改良，スタッフの製造

のスキルアップを図ること，４年目は製造の効率化，顧客に情報提供を継続

的に行い，売上増加を見込むこととする。こうした経営努力を重ねた上で，

最終年度には継続的な経営努力を行うこととされた。

このようにして，ファーム・おだの事例では，①コメを中心的な作物とし

ていた小田地区の保全，②作付品目の多角化，販売経路確保のための直売所

経営による経営ノウハウの蓄積，③食料自給率の向上，コメ消費の増大を図

る方策としての米粉への着目，④６次産業化推進の農政とリンクし，６次産

業化を行う法人としての認定を受けるために必要な「総合化事業計画」の策

定という４点が，法人の経営資源・ノウハウとして蓄積されていくことに

よって，６次産業化に至った。

３．３ 米粉パン工房設立に向けた設備投資

次に，米粉パン工房設立に向けた投資がどのように行われているのかにつ

いて見ていくことにしよう。

図表２は，ファーム・おだの２０１１（平成２３）年度から２０１２（平成２４）年度

にかけての資金運用表である。この２期間の資金運用表を作成したのは，先

に述べたように，米粉パン事業の立ち上げが２０１２（平成２４年）４月末であり，

工房設立に向けた投資が始まる２０１１（平成２３）年度と工房が立ち上がった２０

１２（平成２４）年度を比較することによって，設備投資がどの程度行われ，そ

の資金がどこからもたらされているのかを明らかにすることできると考えて

いる。

ここで，「長期資金の部」の借方（左側）を見ると，建物（約４５０万円），

建物附属設備（約３７０万円），構築物（約２８０万円），機械装置（約４７万円），
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車両運搬具（約１８０万円），工具器具備品（約５３万円）と有形固定資産への投

資が行われていることがわかる。これを合計するとおよそ１，３８０万円である。

ただし，農業法人が農業経営改善計画等に基づいて農業用固定資産の取得を

行った場合，①農業経営基盤強化準備金の取り崩し額と資産を取得した事業

年度の交付金等の受領額の和，②その事業年度における所得の金額のいずれ

か少ない金額以下の金額１を圧縮記帳することが可能である。吉弘氏によれ

ば，パン工房への設備投資額がおよそ２，６００万円かかっている（２０１５年１１月

１６日の聞き取り調査より）ことからすれば，この固定資産額の増加は設備投

資額から圧縮記帳によって固定資産額が減じられた分だけの値になっている

図表２ ファーム・おだの資金運用表〔２０１１－２０１２年度〕 （単位：円）
短期資金の部

現金・預金 －８，２１２，１００ 買掛金 ８，５５６，５６２

売掛金 ６０，０８０ 短期借入金 １０，０００，０００

棚卸資産 １９，２６３，５２９ 未払金 ２，４５６，６５４

短期貸付金 １０，０００，０００ 預り金 １，０５６，２４１

その他流動資産 －４４４，０４９

長期資金へ １，４０１，９９７

合 計 ２２，０６９，４５７ 合 計 ２２，０６９，４５７

長期資金の部
建物 ４，４５１，５２８ 長期借入金 １８，２８５，０００

建物附属設備 ３，７２９，３０７ 資本金 ０

構築物 ２，８０９，６３６ 利益準備金 １００，０００

機械装置 ４６８，０８７ 農業経営基盤強化準備金 －２０，４９７，３２４

車両運搬具 １，８０７，７５６ 従事分量配当 －１２，７７３，２８１

工具器具備品 ５２８，４４５ 繰越利益剰余金 ２６，４８７，７１７

建設仮勘定 －７９０，６５０

投資その他の資産 ０ 短期資金より １，４０１，９９７

合 計 １３，００４，１０９ 合 計 １３，００４，１０９
出所）ファーム・おだ各年度貸借対照表より筆者作成
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と推察される。

ここで，「長期資金の部」の貸方（右側）を見ると，農業経営基盤強化準

備金の取り崩しが約２，０５０万円行われている。農業経営基盤強化準備金とは，

担い手が，水田・畑作経営所得安定対策などの交付金や補助金を農業経営改

善計画などに従い，農業経営基盤準備金として積み立てた場合，この積立額

を個人は必要経費に，法人は損金算入することができる。さらに，認定計画

等に従い，５年以内に当該準備金を取り崩したり，受領した交付金等を準備

金として積み立てずに受領した年（事業年度）を用いたり，農用地や農業用

機械・施設等の固定資産を取得した場合には圧縮記帳ができる。農業経営基

盤強化準備金を利用すると，税負担なしに内部留保できる制度であると同時

に，内部留保した運転資金として活用できる他，事業発展のために将来と投

資に充てることが可能となる。すなわち，パン工房への設備投資は，農業経

営基盤強化準備金の取り崩しのタイミングと合致していることがポイントで

あると言えそうである。また，長期借入金を約１，８００万円借り入れることに

よって，資金繰りを安定化させていることが伺える。

また，ファーム・おだが６次産業化を行う際に提出した資料によれば，総

合化事業計画を遂行するために補助金として申請した資金はパン工房の運転

資金として用いられることが想定されており，必ずしも設備投資と紐付いて

いない。すなわち，この事例では，農事組合法人設立当初から６次産業化へ

の展開が事業計画として想定されていたこともあり，総合化事業計画に基づ

く６次産業化を行う法人としての認定を得ることが事業計画策定の目的で

あった。

以上のように，ファーム・おだの事例から明らかなことは，農業法人の６

次産業化への展開においては，①農業法人特有の会計処理，税制に精通して

いること，②法人への補助を行うための制度・仕組みが会計処理や税制と深

く結びついて制度化されていること，③６次産業化に伴う設備投資を行うに
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伴い，販路の確保，安定的な原材料の確保，過大ではない販売計画の策定，

が求められるということが指摘できる。

３．４ 米粉パン事業の拡大と現状

その後，米粉パンを製造するための米粉への加工は，２０１３（平成２５）年１０

月から東広島市に本社を置く精米機メーカーの株式会社サタケ（以下，サタ

ケと略記する）と連携を図っている。また，加工販売を行う「パン＆米夢」

は専門スタッフを１０名雇用し，パンの品目が４０－５０個，１日平均で５００－６００

個製造できる体制まで整えられた。店舗も小田地域のみならず，県内５ヶ所

に拡大され，サタケの本社内に「パン＆米夢 西条店」を開設している。

ここで，ファーム・おだの近年の業績を見ていくことにしよう。

図表３は，ファーム・おだの最近６年間の損益計算書である。先に述べた

ように，２０１２（平成２４）年４月末に米粉パン事業が立ち上がったため，２００９

図表３ ファーム・おだの損益計算書 （単位：円）
２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４

売上高 ６７，７０６，６８３ ５４，３８６，４８６ ５３，７４０，２１５ ８０，７７６，０４６ １１１，９１７，５９６ ８３，７０４，７９５
農産物売上高 － ５３，９８６，４８６ ５３，１４３，７２５ ５８，４５９，５２７ ７９，５３４，６９７ ５１，９４６，２６１
パン委託収入 － － － ２０，４６３，３６０ ３０，４７６，０３９ ３１，３２１，４３６
その他 － ４００，０００ ５９６，４９０ １，８５３，１５９ １，９０６，８６０ ４３７，０９８

売上原価 ７０，６５１，６７９ ７０，７１３，０９１ ５６，７６１，４２０ ７７，２０６，９４４ １１４，１７９，１０２ ８６，９４８，５２３
売上総利益 －２，９４４，９９６ －１６，３２６，６０５ －３，０２１，２０５ ３，５６９，１０２ －２，２６１，５０６ －３，２４３，７２８
販売費及び一般管理費 ９，６５８，１８８ １０，１８７，９３５ １０，９００，１０６ １３，１８３，５０１ ２４，４４５，１０６ ２４，００７，８９３
営業利益 －１２，６０３，１８４ －２６，５１４，５４０ －１３，９２１，３１１ －９，６１４，３９９ －２６，７０６，６１２ －２７，２５１，６２１
営業外収益 ２５，２８８，６５６ ４３，７３６，８７１ ４７，８５３，７９８ ５５，０００，０７２ ４６，１８３，３０３ ４７，８４７，３３８
営業外費用 ５４，７７４ １７，４７２ １０８，７３６ ５８９，９０５ ８，１９８，８６０ ３７８，９８０
特別利益 ２０ ０ ０ ２０，４９７，３２４ ５，６９２，９９８ ０
特別損失 ０ ５，２０４，８５９ ２０，００３，４２０ ３８，７０５，３７５ ０ ７４４，１９３
税引前当期純利益 １２，６３０，７１８ １２，０００，０００ １３，８２０，３３１ ２６，５８７，７１７ １６，９７１，１２９ １９，４７２，５４４
当期純利益 １２，６３０，７１８ １２，０００，０００ １３，６５２，８３１ ２６，５８７，７１７ １６，９７１，１２９ １８，８９５，９８６

注）会計期間は各年度１月１日から１２月３１日の１年間。
出所）ファーム・おだ各年度損益計算書より筆者作成
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（平成２１）年度から２０１１（平成２３）年度の米粉パン事業開始前の３年間とそ

れ以後の３年間の業績比較になる。

まず，米粉パン事業開始前を見ると，法人としての収益は農産物の販売に

よる農産物売上高と，営業外収益の多くを占める補助金に拠っていることが

わかる。特に２０１０（平成２２）年，２０１１（平成２３）年度は当時の政権による戸

別所得補償制度の影響もあり，多額の補助金を得ることができている16)。結

果，法人としては当期純利益を計上しており，これが利益剰余金として蓄積

されていくことにより，法人の経営体力を強化してきたと言える。

一方，米粉パン事業を開始した２０１２（平成２４）年度以降を見ると，２０１２

（平成２４）年度は開業から８ヶ月間の売上高が２，０００万円を超え農業法人全体

の収益を押し上げている。初の通年営業となり，店舗の拡大も進んだ２０１３

（平成２５）年度以降は売上高が３，０００万円に達している。また，２０１２（平成

２４）年度，２０１３（平成２５）年度は農業法人に積立が義務付けられている「農

用地集積準備金」や「農業経営基盤強化準備金」の取り崩しによって，多額

の特別利益が計上されている17)。

２０１３（平成２５）年度は，米粉パン事業のみならず，農産物の販売が好調で

あったこともあり，法人全体の売上高が初めて１億円を超えた。しかし，

２０１４（平成２６）年度は，ファーム・おだの主力農作物であるコメの価格（米

価）下落の影響を受けて農作物売上高が減少し，その結果，法人全体の売上

高が減少することになった。それでも米粉パン事業の売上高は前年よりも増

加しており，堅調に推移していると言える。しかし，パン工房だけで１０名の

人員を雇用していることから販売費・一般管理費が一定額必要であり，営業

損益段階では赤字，助成金や補助金等が営業外収益として算入されることに

16) この点については，ファーム・おだと同じく東広島市に所在し，中山間地域の農
業法人を事例として取り上げた飛田・岸保〔2012〕を参照されたい。

17) これに比して，特別損失の計上要因はほとんどが取得した資産の圧縮額である。
このことは，先に述べた圧縮記帳と設備投資の関連性を裏付けるものである。
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よって経常損益段階では赤字額が小さくなっている。また，吉弘氏によれば，

米粉パン事業を構想している段階では設備投資の回収期間を５年と想定して

いたが，聞き取り調査を行った段階では難しそうだと述べている（２０１５年１１

月１６日の聞き取り調査より）。

岸保〔２０１５〕では，公開されているデータをもとに，広島県独自の概念で

ある農業生産法人の経営成績を示す「集落還元額18)」および「集落農業所

得19)」を算出している。これにより，農業生産法人が地域にどの程度貢献し

ているのかという貢献度の考察をしたところ，ファーム・おだの集落還元額

は広島県内の農業生産法人の平均よりも２倍程度高いことを示している。す

なわち，ファーム・おだの事例からは，農業法人の６次産業化によってコメ

を販売することのみならず，米粉パンの加工販売ができるようになり，結果

として生み出される付加価値が増大することで他地域よりも多額の還元がな

されていることが示されている。米粉パン事業単体では赤字であるものの，

図表３に示したように法人全体では黒字になっており，事業によって生み出

されている付加価値の分配は，法人に関わる地域住民や従業員に対して十分

に行われている。

今後の展望として，吉弘氏は米粉パン事業からの売上高を６，０００万円から

７，０００万円と現在の２倍に増やしていきたいと述べている。そのための投資

資金として１，５００万円が必要であるが，その資金もメドが付いていると言う。

また，吉弘氏は，「かつては農村から都会に働きに出ていた人材が，定年等

によって農村に戻ってくることで培ってきた知識を活用する受け皿としての

18) 集落還元額とは，集落法人が経費として集落構成員に支払った労務費・支払地
代・作業委託費・役員報酬の合計であり，「集落法人にとっては経費の支出である
が，集落の構成員の立場から見ると所得になる」という集落法人の特質をよく表現
する概念である。財務諸表分析で言えば，付加価値に近い概念であると言えよう。

19) 集落還元額に集落法人の経常利益を加えたものが「集落農業所得」であり，集落
を 1農場として経営した成果として集落住民が稼得した農業所得として考えられる。
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農業法人でありたい」と農業法人設立への想いを語るとともに，農業法人が

農地をまとめることで人材の雇用を可能にする，とりわけ若者の雇用を可能

にし，人材を受け入れ，投資を行いながら利益を生み出していく体質を作り

たいとも述べている。こうした理念に基づいて行ってきた活動を通じて，

ファーム・おだには新規就農等で１２名の若者を雇用することができたという

明るい材料も出てきている（２０１５年１１月１６日の聞き取り調査より）。

しかし，東広島市は中心部である西条地域は人口が増加しているが，小田

地域は交通の便が良いとは言えず，工房で働くパン職人を雇用することが難

しい。ファーム・おだにとっての現時点での経営課題は，設備投資の減価償

却費の回収と米粉パンを製造する技術を持った職人の確保にあるという（２０

１５年１１月１６日の聞き取り調査より）。このことは，集落を基礎としている集

落法人において，事業を安定的にして遂行するためには，６次産業化に設備

投資することと，事業に適合的な技術を持った「担い手」をどのようにして

確保するかが問題になっていることを意味している。

４．お わ り に

これまで本稿では，広島県東広島市の農事組合法人ファーム・おだを事例

に，中山間地域に位置し，地域を守ることを主眼として設立された集落法人

形態の農業法人が６次産業化を推進していく過程において，その根幹となる

新規事業への設備投資と投資を行った結果として明らかになった現在の課題

について述べてきた。ここまで明らかになった点は下記のとおりであろう。

まず，ファーム・おだの事例においては，６次産業化への展開そのものだ

けが取り上げられるべきものではなく，「地域を守る」ことに加えて，その

地域を豊かにしていくための１つの方策として６次産業化が位置づけられて

いることであろう。先に述べたように，ファーム・おだの基盤は小田地域，

しかも自治組織である「共和の郷・おだ」にある。その上に農事組合法人が
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設立され，法人が生み出した付加価値をいかに集落に分配するかが重視され

ている点である。この点は，飛田・岸保〔２０１２〕〔２０１５〕で取り上げた，同

じ東広島市内にある中山間地域の農事組合法人の法人経営のあり方と変わり

がない。異なるのは６次産業化に伴う設備投資や人員確保等の経営上のリス

ク要因をどのように捉えるかにある。

次に，６次産業化への展開を，法人設立時から想定し，具現化するための

準備を重ねてきた点が重要であろう。米粉パン工房の設立は２０１２（平成２４）

年４月末であり，法人設立から７年も経過していない。ただし，米粉による

パン製造の試行錯誤は２０１０年頃から行われており，販路の想定，企業との協

力体制に入念な準備を重ねてきたことが伺える。農林水産省による農業法人

への６次産業化展開に向けた支援は，ファーム・おだが６次作業化に向けた

準備を重ね，事業立ち上げとタイミングが一致したと言えそうである。現時

点で考えられることは，設備投資の減価償却が難しいことから，市町村が施

設計画を作成し，施設を整備して，地元に指定管理者制度によって，６次産

業化を進めることもひとつの方策であろう。

最後に，事業を推進するにあたり，さまざまな農政に関係する制度，とり

わけキャッシュフローの確保やリスクを低減して設備投資を行うことができ

るさまざまな支援制度に精通している人材が経営の中枢にいることであろう。

本稿では６次産業化への展開をテーマとして取り上げたが，それ以外にも農

地を整備する，設備を購入するなど農業を安定的に行うために整備された補

助金や助成金制度は多数ある。しかも，そうした資金を用いて設備投資を行

うことだけでなく，設備投資資金の回収を無理なく行うために事業計画を綿

密に立てることができていることも重要であろう。

しかし，本稿で指摘したように，多くの課題も存在する。とりわけ，現時

点においては販路の拡大，協力企業の存在が当該事業を安定的にするために

機能しているが，生産規模をさらに拡大し，投資効率を上げていく要素とし
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ては資金の確保よりもむしろ，人材をどのように確保していくが大きな問題

として残されている。固定費的な人件費や設備償却の負担は生産量が増えて

いけば小さくなっていくが，現時点では人材不足の影響でそれができていな

い状況である。売上が順調に拡大している段階において，加工部門の担い手

不足が影響を及ぼしている。

６次産業化によって農作物に付加価値を加え，地域に還元される付加価値

を増大させていく方向性は期待を抱かせるものの，１次産業（生産），２次

産業（加工），３次産業（販売）のそれぞれの段階においてどのようにして

担い手を増やしていくかは，単に人材確保が問題というだけでなく，過疎化

が進む中山間地域における農業法人共通の問題であろう。
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